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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第44期 

第１四半期連結 
累計期間 

第45期 
第１四半期連結 

累計期間 
第44期 

会計期間 

自平成25年 
 ２月１日 
至平成25年 
 ４月30日 

自平成26年 
 ２月１日 
至平成26年 
 ４月30日 

自平成25年 
 ２月１日 
至平成26年 
 １月31日 

売上高 （千円） 1,138,237 1,147,649 5,343,378 

経常利益又は経常損失（△） （千円） △23,010 △13,091 306,172 

四半期純損失（△）又は当期純利

益 
（千円） △23,430 △56,570 158,664 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △9,523 △67,809 188,176 

純資産額 （千円） 1,917,730 1,983,274 2,141,079 

総資産額 （千円） 3,931,574 3,852,308 3,951,846 

１株当たり四半期純損失金額

（△）又は１株当たり当期純利益

金額 

（円） △5.21 △12.57 35.26 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 47.6 49.6 52.4 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

   ２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

   ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第44期第１四半期連結累計期間及び第45

期第１四半期連結累計期間は１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため、第44

期は潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

２【事業の内容】

  当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。

 なお子会社の㈱ＯＳＧコミュニケーションズは、当第１四半期連結会計期間に増資を実施し、出資の額が当社の

資本金額の10％以上に相当することとなったため、当社の特定子会社に該当します。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについて重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1) 業績の状況

 当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、政府の経済対策への期待感や、日銀による金融緩和政策

を背景に、企業収益の改善、設備投資の回復、雇用環境改善の動きが見られ、全体として緩やかな景気回復基調

を持続しました。しかしながら、世界経済につきましては、中国をはじめとする新興国の成長鈍化への懸念、並

びにウクライナや東アジアの情勢不安等、先行きは不透明な状況が続いております。

 このような経済状況のもと、当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）としては、健康志向の高

まりによる飲料水に対する安心安全や、熱中症対策としての飲料水へのニーズに加え、衛生市場における「食中

毒」や医療現場での「院内感染」といった殺菌水ビジネスにおける社会的ニーズも高くなっております。

 また、2020年の夏季五輪が東京で開催されることにより、既に五輪競技施設を始め、公共施設に数多くの導入

実績のある当社としては、新しい施設の建設・改修及びインフラ整備によってウォータービジネスは今後も成長

すると判断し、さらなる事業の拡大を図るべく営業活動を推進してまいりました。

 セグメントの業績は次のとおりであります。

 水関連機器事業につきましては、売上高517,747千円（前年同四半期比17.7％減）、営業損失30,347千円（同営

業利益18,256千円）となりました。

メンテナンス事業につきましては、予定通りに推移し、売上高377,327千円（同9.3％増）、営業利益36,337千

円（同46.0％増）となりました。

ＨＯＤ（水宅配）事業につきましては、ボトルドウォーター等の販売をはじめとして、加盟店の獲得は順調に

進みましたが、積極的な販売促進策に伴う販売費の増加により、売上高192,906千円（同28.9％増）、営業損失

674千円（同営業損失32,413千円）となりました。

 以上のような状況で推移した結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は、1,147,649千円（同0.8％増）と

なりました。なお、当社グループは季節的な要素もあり前年同四半期同様、営業損失11,323千円（同営業損失

24,371千円）、経常損失13,091千円（同経常損失23,010千円）、四半期純利益は投資有価証券評価損8,700千円の

発生や法人税等の負担が大きく増加したことにより、四半期純損失56,570千円（同四半期純損失23,430千円）と

なりました。

 

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第１四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

(3) 研究開発活動

 当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発費の総額は13,239千円であります。なお、当第１

四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 17,600,000

計 17,600,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成26年４月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年６月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 5,000,000 5,000,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

権利内容に何ら限

定のない当社にお

ける標準となる株

式であり、単元株

式数は100株であ

ります。

計 5,000,000 5,000,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

  該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（千株）

発行済株式総
数残高

（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成26年２月１日～

平成26年４月30日
－ 5,000 － 601,000 － 690,401

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

 

①【発行済株式】

平成26年４月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 500,200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,498,600 44,986 －

単元未満株式   1,200 － －

発行済株式総数 5,000,000 － －

総株主の議決権 － 44,986 －

 （注）１． 単元未満株式には当社所有の自己株式15株が含まれております。

２． 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日（平成26年１月31日）に基づく株主名簿による記載を

しております。 

 

②【自己株式等】

平成26年４月30日現在
 

所有者の氏名又は名
称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ＯＳＧコーポ

レーション

大阪市北区天満一丁目

26番３号
500,200 － 500,200 10.00

計 － 500,200 － 500,200 10.00

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成26年２月１日から

平成26年４月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年２月１日から平成26年４月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年１月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年４月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 570,884 475,584 

受取手形及び売掛金 991,160 894,321 

商品及び製品 349,159 359,014 

原材料及び貯蔵品 274,188 337,862 

繰延税金資産 58,180 45,355 

その他 42,753 47,711 

貸倒引当金 △2,514 △2,998 

流動資産合計 2,283,811 2,156,851 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 1,184,168 1,185,001 

減価償却累計額 △881,272 △888,016 

建物及び構築物（純額） 302,895 296,985 

機械装置及び運搬具 227,625 227,625 

減価償却累計額 △184,359 △186,725 

機械装置及び運搬具（純額） 43,266 40,900 

土地 723,955 723,955 

その他 538,118 544,367 

減価償却累計額 △499,248 △502,155 

その他（純額） 38,870 42,211 

有形固定資産合計 1,108,987 1,104,052 

無形固定資産    

ソフトウエア 19,726 37,346 

その他 27,605 42,439 

無形固定資産合計 47,332 79,786 

投資その他の資産    

投資有価証券 45,335 36,483 

長期預金 107,000 107,000 

長期貸付金 52,572 48,748 

繰延税金資産 69,870 62,307 

その他 294,732 316,276 

貸倒引当金 △57,796 △59,199 

投資その他の資産合計 511,715 511,617 

固定資産合計 1,668,035 1,695,456 

資産合計 3,951,846 3,852,308 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年１月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年４月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 356,786 366,832 

短期借入金 170,000 210,000 

1年内返済予定の長期借入金 133,481 135,980 

1年内償還予定の社債 40,000 40,000 

リース債務 12,842 19,767 

未払法人税等 103,323 14,446 

賞与引当金 32,630 76,749 

返品調整引当金 18,212 12,344 

その他 188,388 264,969 

流動負債合計 1,055,664 1,141,089 

固定負債    

社債 60,000 40,000 

長期借入金 338,914 302,090 

リース債務 17,676 41,177 

退職給付引当金 159,315 157,091 

役員退職慰労引当金 121,308 122,395 

資産除去債務 14,378 14,456 

その他 43,510 50,733 

固定負債合計 755,102 727,944 

負債合計 1,810,767 1,869,033 

純資産の部    

株主資本    

資本金 601,000 601,000 

資本剰余金 690,401 690,401 

利益剰余金 927,838 781,271 

自己株式 △195,576 △195,576 

株主資本合計 2,023,663 1,877,097 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 1,472 1,398 

為替換算調整勘定 45,275 33,565 

その他の包括利益累計額合計 46,748 34,963 

少数株主持分 70,667 71,213 

純資産合計 2,141,079 1,983,274 

負債純資産合計 3,951,846 3,852,308 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年２月１日 
 至 平成25年４月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年２月１日 
 至 平成26年４月30日) 

売上高 1,138,237 1,147,649 

売上原価 398,032 415,809 

売上総利益 740,205 731,839 

販売費及び一般管理費 764,577 743,162 

営業損失（△） △24,371 △11,323 

営業外収益    

受取利息 3,828 3,657 

為替差益 781 － 

その他 1,921 1,245 

営業外収益合計 6,532 4,902 

営業外費用    

支払利息 3,081 2,473 

持分法による投資損失 636 1,459 

為替差損 － 676 

その他 1,452 2,060 

営業外費用合計 5,171 6,670 

経常損失（△） △23,010 △13,091 

特別損失    

投資有価証券評価損 － 8,700 

特別損失合計 － 8,700 

税金等調整前四半期純損失（△） △23,010 △21,791 

法人税、住民税及び事業税 18,527 13,768 

法人税等調整額 △9,593 20,464 

法人税等合計 8,933 34,233 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △31,944 △56,024 

少数株主利益又は少数株主損失（△） △8,513 545 

四半期純損失（△） △23,430 △56,570 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

 

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年２月１日 
 至 平成25年４月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年２月１日 
 至 平成26年４月30日) 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △31,944 △56,024 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 2,007 △74 

為替換算調整勘定 20,338 △11,699 

持分法適用会社に対する持分相当額 74 △9 

その他の包括利益合計 22,420 △11,784 

四半期包括利益 △9,523 △67,809 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △1,780 △68,354 

少数株主に係る四半期包括利益 △7,742 545 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

 当第１四半期連結累計期間（自 平成26年２月１日 至 平成26年４月30日）

  該当事項はありません。

 

（会計方針の変更等）

 当第１四半期連結累計期間（自 平成26年２月１日 至 平成26年４月30日）

 該当事項はありません。

 

（会計上の見積りの変更）

 当第１四半期連結累計期間（自 平成26年２月１日 至 平成26年４月30日）

  該当事項はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

当第１四半期連結累計期間（自 平成26年２月１日 至 平成26年４月30日）

 該当事項はありません。

（追加情報）

 法人税率の変更等による影響

 「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成26年4月

月１日以後に開始する連結会計年度から復興特別法人税が課されないことになりました。これに伴い、繰延税金

資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、平成27年２月１日に開始する連結会計年度に解消が見

込まれる一時差異については、従来の38.0％から35.6％となりました。

 この税率変更による影響額は軽微であります。

10



（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおり

であります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自  平成25年２月１日
至  平成25年４月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自  平成26年２月１日
至  平成26年４月30日）

減価償却費 21,704千円 16,521千円

のれんの償却額 － 779千円
 
 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成25年２月１日 至 平成25年４月30日）

配当に関する事項

 (1) 配当金支払額

 
（決議）
 

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年４月24日 

定時株主総会
普通株式 89,995 20 平成25年１月31日平成25年４月25日 利益剰余金

 

 (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力

発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

  該当事項はありません。

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成26年２月１日 至 平成26年４月30日）

配当に関する事項

 (1) 配当金支払額

 
（決議）
 

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年４月24日 

定時株主総会
普通株式 89,995 20 平成26年１月31日平成26年４月25日 利益剰余金

 

 (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力

発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

  該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自平成25年２月１日 至平成25年４月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位：千円） 

  報告セグメント 

調整額 
（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）２ 

 
水関連機 
器事業 

メンテナ 
ンス事業 

ＨＯＤ 
（水宅配） 

事業 
その他事業 計 

売上高              

外部顧客への売上高 629,282 345,161 149,669 14,124 1,138,237 － 1,138,237 

セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ － － － － － － 

計 629,282 345,161 149,669 14,124 1,138,237 － 1,138,237 

セグメント利益又はセグメ

ント損失（△） 
18,256 24,883 △32,413 2,090 12,817 △37,188 △24,371 

（注）１ セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額△37,188千円は、主に提出会社本社の管理部門に係る費用

であります。

２ セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

  該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自平成26年２月１日 至平成26年４月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位：千円） 

  報告セグメント 

調整額 
（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）２ 

 
水関連機 
器事業 

メンテナ 
ンス事業 

ＨＯＤ 
（水宅配） 

事業 
その他事業 計 

売上高              

外部顧客への売上高 517,747 377,327 192,906 59,667 1,147,649 － 1,147,649 

セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ － － － － － － 

計 517,747 377,327 192,906 59,667 1,147,649 － 1,147,649 

セグメント利益又はセグメ

ント損失（△） 
△30,347 36,337 △674 21,655 26,970 △38,294 △11,323 

（注）１ セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額△38,294千円は、主に提出会社本社の管理部門に係る費用

であります。

２ セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

  該当事項はありません。

12



（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成25年２月１日
至 平成25年４月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成26年２月１日
至 平成26年４月30日）

１株当たり四半期純損失金額 5円21銭 12円57銭

（算定上の基礎）    

四半期純損失金額（千円） 23,430 56,570

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額（千円） 23,430 56,570

普通株式の期中平均株式数（株） 4,499,785 4,499,785

  （注）  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

 

２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成26年６月10日

株式会社ＯＳＧコーポレーション 

取締役会 御中 

 

有限責任監査法人トーマツ 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 大 西 康 弘  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 生 越 栄美子  印 

 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＯＳＧ

コーポレーションの平成26年２月１日から平成27年１月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成26年２

月１日から平成26年４月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年２月１日から平成26年４月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記に

ついて四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＯＳＧコーポレーション及び連結子会社の平成26年４月30日

現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

 （注）１ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。 

    ２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
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